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１．2012 年度の成果と総括 

 

【１】 はじめに 

 

 今年の夏は全国各地から酷暑・猛暑のリポートが連日伝えられ、台風も例年を大きく上回る数

が日本列島を襲っています。海水の平均温度や気温、そして降水量、どれをとっても記録ずくめ。

いったい地球の未来はどうなるのか・・と、遠くない将来の子供たちや孫たちの生活環境への心

配も現実的なものになってきた気がします。そんな中、東日本大震災からはあっという間に 2 年

半以上が経過し、山形県内の公表されている避難者数はピーク時の 13,000 人超から約半分近くの

6,000 人台まで減少してきました。福島の隣県として、本県では発災直後より全国でも最多の避難

された方々を迎え、さまざまな組織・団体が支援活動に取り組んできました。私たちアミルも、

未曽有の大災害に際し、何ができるのかを模索しつつ、今までアミルとしての本来のミッション

＝中間支援組織としての活動に傾注して“復興ボランティア支援センターやまがた”の運営をは

じめ、全国的な支援者支援ネットワークである“東日本大震災支援全国ネットワーク”への参加・

協力等を継続してきました。この支援活動を通じて、NPO セクターとしては復興支援の他にも大

きな課題を背負わされたと感じています。それは組織運営の透明性や継続性、そして多様なステ

ークホルダーへの説明責任をどのように担保していくかという点です。しかし、突き詰めればこ

の課題は中間支援組織としてのミッションそのものと関っており、わたくしたちアミルがどう取

り組んでいくかが試されているという事だと理解できます。さまざまな取り組みに公的機関や民

間団体から助成が行われ、今まではあまり自覚したり、経験したりしたことのない社会や地域へ

の貢献活動に身を置く人たちが増えた一方で、そのような課題が残されたまま放置されている現

状も垣間見えます。中間支援組織に求められる機能が広く深くなる一方で、アミルは今後何をど

うしていくのか、大きな岐路に差し掛かっていると考えています。 

 

 

【２】 事業総括 

 

今年度は基本的には前年度の事業体制で継続して各種事業を遂行してきましたが、事業の増加

に伴う雇用人員の増加や昨年度から行っている福島県浪江町復興支援員のみなさんの事務スペー

ス確保の面から、事務所を清住町から双葉町へ移転しました。また、事務局体制の強化を図り、

以前市民活動支援センターに勤務していた方を専任として配置しています。同時に今まで法人事

務所として登記されていた代表理事の個人住所を双葉町へ移転登記しました。法人として定めら

れた事務所で常に連絡が取れることは基本的な環境であり、整備できたことは大きいと感じてい

ます。 

今年度は以前から受託していた事業の継続や事業名が変化していても内容としては大きな変

化のない事業等、行政との協働事業が引き続き多くありました。行政からの委託事業に依存する

事業構造からは早期の脱却が望ましいとは言え、直接支援の受けにくい中間支援分野では、これ

も一つの形として継続していくことも大切だと考えています。心がけなくてはいけない事は、そ

の先にある支援団体の活動を通じて広く市民・県民に公益活動の効果が 
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及ぶことであり、その為にも継続して行政と協働で事業を実施できる信頼を得ていることは一定

の評価をしても良い部分ではあると思います。 

 中間支援という言葉が広く使われ始めたのは、ここ４，５年の様な印象を受けますが、今やそ

の中間支援に期待する声は日に日に強く、また拡大している様に感じています。特に今年度は地

域支援や起業支援についての中間支援力が求められていることを実感しています。こう言った分

野での活動が今後の我々の活躍の場として広がっていると捉えると、人材の確保が益々重要にな

ってきます。NPO 中間支援といえども、基本として事業継続のためにはビジネスプランの確立が

必要であり、その視点を持った経営感覚を持った中堅人材があまりにも育っていないというのが

現実です。若手職員を受け入れ且つ育てるには、単にこの指とまれという呼びかけでは実現せず、

財政的なバック（生活できる賃金）を確保することが前提になります。この意味でも地域ビジネ

ス、ソーシャルビジネスを自分たちで具現化することから手を付けなければならないのが、今の

中間支援組織・アミルには求められることです。私たちが進んでいる方向は間違っていないと実

感しています。 

 アミルがここ数年で活動分野として広げた部分に復興支援活動があります。これは直接アミル

が事業として行っているというよりは、協議体として関っている「復興ボランティア支援センタ

ーやまがた」運営が基幹となっています。本来アミルがスタートしたのは NPO へのマネジメン

ト支援でありましたが、相談事業や市民活動支援センター指定管理業務を通じて広がっている中

間支援機能での実績が現在の事業へと繋がってきました。違った視点でいえばアミルが求められ

る分野や範囲が拡大しつつあるのだと考えられます。アミルの持つ基本的な機能は、バランスの

とれた情勢分析と状況判断、そして多様な組織や人とつながるネットワーク力ですから、この基

本機能をいかに応用・適応させるかで、社会のニーズに対して応えられる部分はまだまだ広がる

可能性を示唆していると言えるのではないかと思います。ここに中間支援組織の存在意義と生き

残りへのヒントがあると思います。 

 ここまで記してきた様に、今年度もアミルに対しての多種多様の参画要請や事業プロポーザル

は継続してありますが、一方でそれに応えるだけの人材を確保できない課題が顕在化しています。

ここには行政との協働事業に関しては行政の単年度予算による弊害も大きな原因の一つと言えま

すが、NPO である私たちの自助努力も必要不可欠であると言えます。人材をどう育てるのか？ 

財源をどう確保するのか？ ボランティアやプロボノは？ 課題は山積です。NPO ハーバランス

との連携でインターンシップは今年度も継続できましたが、アミル内部でもしっかりしたプログ

ラム提供が不可欠になってきています。次年度へ向けて人材育成の枠組みの中でしっかりと取り

組むべき事案だと認識しています。今年度の実績を今後のアミルの力とするように努めたいと考

えています。 

 さらに、今年度は山形市市民活動支援補助金公開プレゼンテーション開催事業において残念な

がら投票結果の誤集計という事故が発生してしまいました。事故原因についての究明は短時間に

行えましたが、事故に至った経緯については大いに反省する点があり、他の業務についても的確

な業務遂行体制と意識の堅持が必要であることを再認識しております。センター業務においても、

マニュアル見直しを通じて職員のレベルアップと業務見直しを実施しております。中間支援組織

として、この経験を他の NPO へのリスク管理事例として、正しく伝えることもわたくしたちア

ミルの出来る貢献の一つと考えていきたいと思っております。いずれにせよ、アミルがまだまだ
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力不足であり、サポートを活動フィールドにする NPO である以上は、今後さらに切磋琢磨して

スキルアップと人間力を高める努力を継続しなければ生き残れない事を強く認識させられた事業

年度であったと総括いたします。 

 

 

 

 

【３】 2012年度事業概略 

 

● 山形市市民活動支援センター事業 

 

本法人にとって予算規模が最大の事業である山形市市民活動支援センター指定管 

理業務は、指定管理期間 10年間の折り返し点を過ぎ、この 4月からは 6年目を迎えることとなり

ました。運営自体はほぼ順調に推移してきているものの、登録団体数や利用者数については頭

打ちの傾向もみられ、あらたな企画や方向性を見出す必要にも迫られている状況です。そのよう

な中で、今年度はアミルが関っている山形市のマスタープラン作成へのワーキンググループ検討

を機会として、センター登録団体への自主的な意見交換の場としての「まちづくりカフェ」設置や市

役所と登録団体を繋げる意見交換の場の検討など、本来太くなくてはならない指定管理者と行政

とのパイプを強化する取り組み始める環境づくりに着手した年度となりました。 

また、日本ＮＰＯセンター、損保ジャパンとの協働事業としてＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクトを実施

し、企業とＮＰＯの協働を具現化する取り組みに地元ＮＰＯとともに参加できたことは、大きな成果

と経験になりました。 

 

 

● 山形県公益活動を支える人材育成委託事業 

 

山形県県民活動プロスポーツ支援室からの委託事業については、事業自体が県 

   内 4 地域に分けられており、それぞれの取り組みや考え方が情報共有されることが 

   ないままに事業がスタートという異例な事業でした。アミルとしては CSR に於いて山形県

内でもリーダー的な役割を担うことを戦略的に考えており、今回この事業で雇用した職員

と連絡を密にとりながら、事業を推進しています。 CSR に対する基本的な考え方がぶれ

ない事が重要との認識から、昨年度より講師に IIHOE の川北秀人氏を迎え、今年度は 2 回

のセミナーを開催しました。事業には変則的な期間ではありますが、期限付きの緊急雇用

制度を使って 1 名の雇用で進行中です。 

 

 

● 山形県村山総合支庁委託「むらやま地域ビジネス創出」事業 

 

村山総合支庁からの地域ビジネス関連事業は、アミルが 4年連続で受託している事 
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業です。県内ではさかんに起業支援が叫ばれてはいるものの、実際に支援できる組織 

が少ないことが背景にはあります。金融機関や中小企業支援組織、商工関係団体もリ 

スクの小さな安定した事業には関りを持ちますが、NPO やソーシャルビジネスの様 

な社会や地域の課題解決にはあまり積極的ではないので、逆にこの分野での専門性 

を身につければ、中間支援組織としての生き残る分野としては可能性が大きいと考 

えております。現在 1 名雇用して事業進行中です。 

 

 

● 山形市企画調整課委託 NPO新会計基準支援事業 

 

山形市の雇用創出事業として、企画調整課共創係の NPO 新会計基準導入支援業務 

として受託した事業です。 NPO 法人を取り巻く法的な変化としては昨年 4 月の 

NPO 法改正と新会計基準導入がありますが、県内行政の対応としては、変更点の要 

約を送付したり、HP に掲載したりする他は目立った対応を行っていないのが現状で 

あり、NPO 法人の間にはまだ周知が徹底されていないために各地で混乱が発生して 

います。その意味でも雇用創出の単年度事業ではありますが、管内（市内）の NPO 

法人や団体の活動状況を把握する意味でも、有効な事業として活用しています。 

 

● 「復興ボランティア支援センターやまがた」運営事業 

 

東日本大震災後、県内での支援団体のサポート組織として、また避難者、支援者 

   間をつなぐ組織として主に情報のハブ機能を担うことができる組織として、当初 3 つ  

   の NPO 法人と山形県の NPO 担当課で協議体を構成して始めた支援センター事業で 

  す。本来、災害支援をミッションに掲げる組織が中心となり運営されるのが望ましい姿 

とは認識していますが、現在中核になる団体が存在していない中で、アミルはピンチヒ 

ッターとして始めた事業と言えます。しかし、山形県内への避難者が全国１だったこと   

を考えても、中間支援組織としては役割を担う分野であることは間違いなく、またこの 

分野に関ることで得ることの大きさはアミルにとって将来大きな財産となっていくこ 

とと確信しています。 

 

 

● 浪江町復興支援員サポート事業 

 

浪江町の復興支援事業に対し、東北圏地域づくりコンソーシアムが間に入っての復 

興支援員サポート事業であり、高崎経済大学櫻井常矢先生が企画構想、アドバイスし 

ている事業です。行政が持っている避難者の個人情報を有効に使って、キメの細かい 

支援活動が可能なところが強みであり、他の避難元行政からは羨望の的となっている 

事業と言えます。この 4 月以降は昨年の千葉・山形に加え埼玉、新潟、京都でも導入 

して支援業務を行っている。これらの府県と連携・情報共有していくことで支援活動 
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のノウハウを有効に活用していくことも可能になると考えています。 

 

 

● 福島県委託東日本大震災支援ネットワーク地域調査員派遣事業 

 

東日本大震災支援ネットワークが福島県からの委託事業として受託した避難者支援 

情報を担当地区毎に収集、WEB 等に公開していく地域支援員を配置する業務です。東 

日本大震災支援ネットワークは、中間支援組織として全国の支援者を緩やかなネット 

ワークで繋ぎながらも、国や地方自治体等にたいして復興支援に関する政策提言を行 

っていく事ができる組織です。この点で、アミルとしては復興ボランティア支援センタ 

ーやまがたとともに、ミッションをコミットしており、可能な範囲で協力していく方針 

です。 

 

 

● マネジメント支援事業（自主事業） 

 

アミル本来の自主事業として、県内を対象に NPOマネジメント支援やソーシャビ 

ジネス支援を継続しています。とは言え、限られた人材の中では既存事業と重なる部 

分での対応が主とならざるを得ない状況です。特に要望が多いのは会計ソフト（ソリ 

マチ社製品）支援やソーシャルビジネス、コミュニティビジネス支援分野です。この 

分野での支援を充実させるためには、自主財源の確保が必須であり、今後のアミルの 

事業展開において最重要課題と認識しています。本年度は県商業まちづくり振興課か 

ら当法人が事務局を務める山形県ソーシャルビジネス推進会議へのセミナー開催事 

業等への委託事業があり、県内関係者とのネットワークという面では関係維持が保た 

れている状況です。 

 

 



  

6 

 

2．実施事業 

 

（１）特定非営利活動に係る事業 

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 
従事者 

の人数 

受益対象 

者の範囲 

及び人数 

支出額

（千円） 

①ＮＰＯ活動等に

関する情報の収集

と提供、情報発信に

関する事業 

ホームページの運営 

 

随時 

 

山形県内 延べ 10 名 県内ＮＰ

Ｏ団体 

0 

 

 

③ＮＰＯの財務管

理・組織管理等に関

するサポート事業 

ア）会計・申請書など

の相談で団体を訪問

サポート 

イ）浪江町復興支援

員モデル事業 

 

ウ）浪江町復興支援

員活動サポート事業 

随時 

 

 

9 月 1 日

～3 月 31

日 

4 月 1 日

～8 月 31

日 

山形県内 

 

 

山形市清

住町 

 

山形市双

葉町 

延べ 20 名 

 

 

延べ 10 名 

 

 

延べ 12 名 

 

県内ＮＰ

Ｏ団体 

 

避難者支

援 

 

避難者支

援 

0 

 

 

474 

 

 

1,050 

 

④ＮＰＯ及び企業・

行政の交流連携の

促進に係るネット

ワーク事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア) 山形市市民活動

支援センター指

定管理者 

 

イ) 山形市コミュニ

ティファンド市

民補助金公開プ

レゼンテーショ

ン事業 

 

ウ）山形県新しい公

共事業 

 

 

エ）山形県人材育成

事業 

 

 

オ）むらやま地域ビ

ジネス起業塾 

 

 

カ）債務負担行為 

 やまがたＮＰＯ連

携促進事業 

 

 

キ）セーブジャパン

プロジェクト 

 

9 月 1 日

～8 月 31

日 

 

9 月 1 日

～8 月 31

日 

 

 

 

9 月１日

～3 月 31

日 

 

9 月 1 日

～3 月 31

日 

 

9 月 1 日

～3 月 31

日 

 

3 月 1 日

～8 月 31

日 

 

 

9 月 1 日

～8 月 31

日 

山形市市

民活動支

援センタ

ー 

山形市市

民活動支

援センタ

ー 

 

 

山形市清

住町 

 

 

山形市清

住町 

 

 

山形市清

住町 

 

 

山形市清

住町・双

葉町 

 

 

山形市市

民活動支

援センタ

延べ 144

名 

 

 

 

延べ 50 名 

50 名 

 

 

 

延べ 36 名 

 

 

 

延べ 15 名 

 

 

 

延べ 10 名 

 

 

 

延べ 10 名 

 

 

 

 

延べ 35 名 

 

 

山形市内 

31,000

人 

 

山形市内 

250 人 

 

 

 

 

村山地区

ＮＰＯ団

体  

 

村山地区

ＮＰＯ団

体 

 

村山地区

ＮＰＯ団

体 

 

山形県内 

 

 

 

 

山形県内 

180 名 

 

38,355 

 

 

 

950 

 

 

 

 

 

2,481

    

    

   

2,755 

 

 

 

479 

 

 

 

1,568 

 

 

 

 

1,942 
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ク）ＮＰＯ法人への

新会計基準の普及 

 

 

 

ケ）ＪＣＮ地域調査

員 

 

 

コ）地域コミュニテ

ィ支援中間支援機能

構築促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 月 1 日

～8 月 31

日 

 

 

6 月 1 日

～8 月 31

日 

 

7 月 1 日

～2月末 

ー・双葉 

 

山形市市

民活動支

援センタ

ー 

 

山形市双

葉町 

 

 

山形市双

葉町 

 

 

 

延べ 5名 

 

 

 

 

延べ 6名 

 

 

 

延べ 6名 

 

 

 

村山地域

ＮＰＯ団

体 

 

 

避難者支

援 

 

 

県内ＮＰ

Ｏ法人等 

 

 

 

559 

 

 

 

 

200 

 

 

 

229 
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3．平成２４年度事業の主な実施内容 

（平成２４年９月１日～平成２５年８月３１日） 

 

（１）特定非営利活動に係る事業 

 １）ＮＰＯの活動等に関する情報の収集と提供、情報発信に関する事業 

ホームページの運営など 

ア）他団体との情報交換や連携等 

・ 特定非営利活動法人 せんだい・みやぎ NPO センター 

・ 特定非営利活動法人 会計専門家ネットワーク 

・ 認定特定非営利活動法人 日本 NPO センター 

・ 特定非営利活動法人 シーズ・市民活動を支える制度をつくる会 

・ 特定非営利活動法人 長井まちづくりＮＰＯセンター 

・ 国立大学法人山形大学人文学部 EM 室 

・ 東北芸術工科大学松村研究室 

・ 公益文科大学地域共創センター 

・ 公益社団法人東北活性化研究センター 

・ 一般社団東北圏地域づくりコンソーシアム 

・ 福島県浪江町役場 

・ 山形市市民活動支援センター連絡協議会 

・ 特定非営利活動法人 公益のふるさと創り鶴岡 

・ 特定非営利活動法人 ＮＰＯもがみ 

・ 認定特定非営利活動法人 山形創造ＮＰＯ支援ネットワーク 

・ 特定非営利活動法人 ＮＰＯひがしね 

・ 特定非営利活動法人 クリエイトひがしね 

・ 特定非営利活動法人 山形県自動車公益センター 

・ 特定非営利活動法人 環境ネットやまがた 

・ 特定非営利活動法人 美しいやまがた森林活動支援センター 

・ 特定非営利活動法人 ふれあい天童 

・ 特定非営利活動法人 イーコム  

・ 特定非営利活動法人 Yamagata1 

・ 特定非営利活動法人 アロアシャ・プロジェクト 

・ 特定非営利活動法人 山形国際ドキュメンタリー映画祭 

・ 特定非営利活動法人 ふれあいにこにこの丘 

・ 特定非営利活動法人 くれよんはうす 

・ 特定非営利活動法人 すみれ会 

・ 特定非営利活動法人 ぼらんたす 

・ 特定非営利活動法人 うつくしまＮＰＯネットワーク 

・ 特定非営利活動法人 ユニバーサルデザイン・結 

・ おきたまネットワークサポートセンター 

http://www.ecom-jp.org/
http://www.aloasha.org/home/
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・ おおやまＮＰＯセンター 

・ ふくしま連携復興センター 

・ 山形市社会福祉協議会 

・ 山形県社会福祉協議会 

・ 山形県シルバー人材センター 

・ 株式会社明天 

・ 山形ゼロックス株式会社 

・ ＩＳＦネット株式会社 

・ ＪＡ山形市 

・ ㈱損保ジャパン 日本興亜損保㈱ 

・ 霞城セントラル管理組合 

・ ＳＫソリューションズ 

・ （財）日本システム開発研究所 

・ 大学コンソーシアムやまがた 

・ 山形商工会議所 

・ 山形県子ども農山漁村交流プロジェクト推進協議会 

・ 東日本大震災支援全国ネットワーク 

・ NPO ハーバランス 

・  

 ２）ＮＰＯ財務管理・組織管理等に関するサポート事業 

   ※山形県新しい公共事業及び人材育成事業にて対応 

ア）設立相談、運営相談、ＮＰＯ勉強会等  

 ・元気ネットかほく ・情報開発研究会 

 ・おおけやきフォーラム  

 ・エンジェル・ハート ・のびのび会 ・やまがた木の住環境ネットワーク 

 ・ふれあいにこにこの丘 

  

イ）会計ソフト導入・サポート及び会計相談 

 ・クリエイトひがしね ・国際ドキュメンタリー映画祭 

 ・こでまりの会 ・大けやきフォーラム 

 ・一歩一歩の会 ・山形県自動車公益センター  

・かみのやま福祉運送サービス 

   ・沼田サポーターズネットワーク 

 

ウ）震災関連事業 

  ・福島県浪江町町報取材業務（内閣官房地域活性化統合事務局） 

     （平成 24 年 9 月 1 日～平成 25 年 8 月 31 日） 

山形に避難されている方の取材 
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・浪江町復興支援モデル事業（公益社団法人東北活性化研究センター） 

     （平成 24 年 6 月 4 日～12 月 31 日） 

     「復興支援員」の活動実践のサポート 

    【避難住民同士の交流の推進、地域コミュニティ活動の支援、行政との連絡・調整

等を行う。】 

    ・浪江町復興支援員活動サポート業務（浪江町） 

      （平成２４年 12 月 8 日～25 年 3 月 31 日） 

      「復興支援員」の活動実践サポート 

    ・浪江町復興支援員活動サポート業務 

（一般社団法人東北圏地域づくりコンソーシアム） 

        （平成 25 年 4 月 5 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

          「復興支援員」の活動実践サポート 

       

 

 ３）ＮＰＯ及び企業・行政の交流連携の促進係る事業 

ア）山形市市民活動支援センター指定管理者 

 １ 実施した事業の内容及び実績 

① 広報及びホームページ関係 

     新規登録団体       ２５件 

  活動紹介         ２３件 

  お知らせ        ５４２件 

  ネットラジオ        ９件 

     アクセス数 １，１５９，５０９件 

     メールマガジン      ２４件 

  情報誌発刊（月間含）   １５件 

② 講座及び研修等 

職員全体会議       ５０回 

職員研修参加       ２２回 

相談（窓口・電話） ２，５１４回 

団体訪問        ３４団体 

講座           ６５回 

講座参加人数      ４３９人 

   ２ 利用者数及び件数 

会議室利用件数 会議室利用人数 ＯＡ関係利用件数 ＯＡ関係利用人数 その他来館者数 

２９３件 ４，２７０人 １，３１９件 １，９８１人 ３０，２４２人 

 

◇講座別紙資料  

① ＮＰＯマネジメント講座「会計の基礎を学ぼう」全 8回 

② 新会計基準講座   
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③ ＮＰＯ入門講座  

④ 伝えるちから講座  

⑤ ＮＰＯマネジメント講座「総務・労務」 

⑥ パソコンお悩み相談会 

⑦ ＣＢ講座 

⑧ つぶやきホッとサロン 

⑨ パワーポイント講座 

⑩ まちづくりＣａｆｅ 

   

イ）山形市コミュニティファンド市民補助金公開プレゼンテーション事業（山形市） 

   （平成 25 年 7 月実施） 

     別紙資料 ⑪ 

 

ウ）東日本大震災被災自治体支援事業（東北圏地域づくりコンソーシアム） 

     （平成 24 年 9 月 1 日～25 年 8 月 31 日） 

      別紙資料 ⑫ 

    

   エ）平成 2４年度新しい公共支援事業（山形県） 

    （平成 24 年 9 月 1 日～25 年 3 月 31 日） 

      別紙資料 ⑬ 

 

オ）平成 24 年度公益活動を支える人材育成事業（山形県） 

    （平成 24 年 9 月 1 日～25 年 3 月 31 日） 

      別紙資料 ⑭ 

 

カ）平成 24 年むらやま地域ビジネス創出事業（山形県） 

    （平成 24 年 9 月 1 日～25 年 3 月 31 日） 

      別紙資料 ⑮ 

 

   キ）平成 24 年度債務負担行為 やまがたＮＰＯ連携促進事業（山形県） 

    （平成 25 年 3 月 1 日～25 年 11 月 30 日） 

      別紙資料 ⑯ 

 

   ク）平成 25 年度「ＮＰＯ法人新会計基準の普及事業」（山形市） 

     （平成 25 年 7 月 1 日～26 年 6 月 30 日） 

      別紙資料 ⑰ 

 

   ケ）ＪＣＮ地域調整員事業（東日本大震災支援全国ネットワーク） 

     （平成 25 年 6 月 1 日～26 年 3 月 31 日） 
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     ※避難者支援情報収集 （青森・秋田・山形県） 

 別紙資料⑱ 

 

   コ）ＳＡＶＥＪＡＰＡＮプロジェクト （日本Ｏセンター） 

      ＮＰＯ法人美しいやまがた森林活動支援センター 協力 

      別紙資料 ⑲ 

 

   サ）ふるさとふくしま帰還し援事業（福島県） 

      別紙資料 ⑳ 

 

 

 ○関係する会議・委員等 

  

 ・山形市都市計画マスタープラン見直しのためのワーキンググループメンバー 

 ・山形県市町村課地域支援ネットワークアドバイザー 

 ・山形県ソーシャルビジネス推進会議副代表 

 ・東北ソーシャルビジネス推進協議会理事 

 ・山形県みどり自然課やまがた緑県民会議委員 

 ・山形県社会福祉協議会ボランティア活動振興センター運営委員 

    

 ○主たる事務所の移転登記 

 平成２５年４月１６日 旧住所 山形市鉄砲町三丁目１番 39 号－202 

            新住所 山形市双葉町二丁目 4 番 38 号 

 

○アミル事務所専従で 1 名雇用 

 アミル事務所報告書  

  別紙資料  

 

   

○総会及び理事会の開催 

    

     平成 24 年 10 月 24 日  第 7 期定時総会 

     平成 24 年 11 月 30 日  理事会 

     平成 25 年 2 月 27 日  理事会 

     平成 25 年 3 月 24 日  理事会 

     平成 25 年 4 月 10 日  理事会 

     平成 25 年 6 月 26 日  理事会 

     平成 25 年 7 月 28 日  理事会 

     平成 25 年 8 月 1 日  臨時役員会 
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アミル実施事業内容 

 

Ⅰ 山形市市民活動支援センター実施講座 Ｐ1～Ｐ12 

① ＮＰＯマネジメント講座 「会計の基礎を学ぼう！」 Ｐ１ 

② 新会計基準講座 

③ ＮＰＯ入門講座 

④ つたえるちから講座 

⑤ ｎｐｏマネジメント講座「総務・労務」 

⑥ パソコンお悩み相談会 

⑦ ＣＢ講座 

⑧ つぶやきホッとサロン 

⑨ パワーポイント講座 

⑩ まちづくりＣａｆｅ 

 

 Ⅱ アミル受託事業等  Ｐ13～Ｐ28 

⑪ 山形市コミュニティファンド公開プレゼンテーション  

⑫ 東日本大震災被災自治体支援事業「浪江のこころプロジェクト」 

⑬ 平成２４年度山形県新しい公共支援事業 

⑭ 平成２４年度公益活動を支える人材育成事業 

⑮ むらやま地域ビジネス創出支援事業 

⑯ 平成２４年度債務負担行為 やまがたＮＰＯ連携促進事業 

⑰ 平成２５年度ＮＰＯ法人新会計基準の普及事業 

⑱ ＪＣＮ地域調整員事業 

⑲ ＳＡＶＥＪＡＰＡＮプロジェクト 

⑳ ふるさとふくしま帰還支援事業 

 

 Ⅲ 双葉事務所事業報告 Ｐ29～31 

 

 



 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 平成 24年度ＮＰＯマネジメント講座「会計の基礎を学ぼう！」 全８回 

 ① 財務管理に役立てる、②財務状況を明らかにする、③経営成績を明らかにする ために 

収支計算書、貸借対照表、財産目録の帳票に関する初歩の処理、勘定科目の設定や借方、貸

方など基礎から学び会計報告の質を高める 

 

 ・開催日：24年 9月 19日、26日 10月 3日、10日、17日、24日、31日、11月 7日 

 （毎週水曜日・全８回） 

・講 師：行政書士 鈴木利右エ門氏 

・内 容：・簿記とは？ 

・企業会計とＮＰＯの会計の違い 

・仕訳伝票の記入の仕方（現金と預金について） 

・仕訳伝票の記入(練習問題を解く） 

・仕訳伝票から科目ごとに帳簿にうつす 

・収支計算書、貸借対照表、残高試算表、決算書の作成・税金、労働保険、雇用保

険、年金についての説明 など 

 

 

 

 

 

 

 ・参加者数：77名（延べ人数） 

・アンケート結果は「概ね理解できた」との回答 

・また「再度の開催を」との声もあった 

 

 ・アンケート結果より開催回数に課題があると思われる 

 ※「4～6 回程度の方が参加しやすい」との声があったが、「ペースはゆっくりで丁度良い」

との声もあり単純な回数減では対しきれない可能性がある 

・「活動計算書についてもっと詳しく」との声もあり次年度での取り組みが必要と思われる 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 新会計基準講座 

 〇2011 年 11 月に一部改正されたＮＰＯ法人会計基準を正しく理解し、ＮＰＯ法人の信頼向

上、支援者が意思決定し易い会計報告書の作成を目的とする。 

〇2012 年 4 月に改正され、従来の収支計算書・収支予算書から、活動計算書・活動予算書へ

の変更が必要となったＮＰＯ法を理解し法人の信頼度の向上を図る。 

 ・開催日：2012年 9月 11日、2012年 9月 12日 

・講 師：税理士 芳賀長悦氏 

・内 容：【NPO法人会計基準ハンドブック】をテキストにした講義 

      Ⅰ．ＮＰＯ法人会計基準とその位置づけ 

      Ⅱ．ＮＰＯ法人会計基準 

        ※ＮＰＯ法人における役員報酬と決め方、議事録の 

ひな型 

NPO法人にとって、「情報公開」は制度を支える根幹であり、市民監

視により公益性を担保する上でも、重要な位置づけになります。この

講座は、市民にとってわかりやすく、支援者が意思決定しやすい NPO

法人会計報告を作成することを目的に開催しました。講師に税理士の

芳賀長悦氏をお招きし、会計基準の具体的な改正点や活動報告書の作成方法などのポイントを

ご説明いただきました。 

参加者の方から、 

「改正点がよくわかった（収支計算書、予算書が改正になったこと）」 

「収支計算書→活動計算書への移行する内容がわかりやすく参考になった」 

「事業費と管理費の按分の仕方をもっと聞きたかった」 

「本来の損益に基づく会計処理が可能になりわかりやすくなるということを納得した」などの

声をいただきました。また、事業所にあった会計の仕方を正しく知りたい（継続して学びたい）、

間違いやすい事例をもっと聞きたかったなどの意見もいただきました。 

 ・参加者：32名（延べ人数） 

・アンケート結果は全員「とても参考になった」または「参考になった」であった 

・議事録と役員給与に関すること、収支計算書と活動計算書の違い、実務的な話を聞けた、 

 活動計算書、仕訳の仕方など実務に沿った内容の理解が出来たとの回答が得られた 

 ・実務に沿った内容であったが、更に詳しく教えて欲しいとの声もあるが、開催回数や参加者  

 のスキルのばらつきをどこまで考慮するかなど今後の開催時の検討事項となる 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 ＮＰＯ入門講座 

 ・ＮＰＯに興味のある方、ＮＰＯをこれからつくりたい方に対して、ＮＰＯの基礎知識を学ぶ

場を設ける。 

 １．「ＮＰＯ勉強会」の開催 

 ①平成２４年９月２３日（日）１０時～１２時 会議室Ｂにて 

  参加者：１３名  講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

 ②平成２４年１１月１０日（土）１０時～１２時 会議室Ｂにて 

  参加者：１４名  講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 那須泰志 

 ③平成２５年１月２６日（土）１０時～１２時 高度情報会議室にて 

  参加者：３５名  講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

 ④平成２５年３月１７日（日）１０時～１２時 高度情報会議室にて 

  参加者：１９名  講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

 ⑤平成２５年５月１８日（土）１０時～１２時 高度情報会議室にて 

  参加者：１２名  講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

 ⑥平成２５年７月１４日（日）１０時～１２時 高度情報会議室にて 

  参加者：９名  講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

・講座内容はいずれの回も概ね次のとおり。 

ＮＰＯに対する期待が高まっている背景、ＮＰＯはどのような組織なのか、ＮＰＯの設

立と運営で気をつける点、ＮＰＯの税金、認定ＮＰＯ法人など 

 ・今年度から、約２ヶ月に１回のペースで、年間６回の講座を開催することができた。 

・のべ１０１名の参加者があり、レクチャーについての評価８（１０段階評価）が４１．７％、

全体の進行や雰囲気などについての評価８（１０段階評価）が３６．５％となった。 

・参加者のほとんどが、ＮＰＯや市民活動にかかわっていない方となり、山形市市民活動支援

センターの存在や、ＮＰＯや市民活動に関心をもってもらうきっかけとなった。 

 ・レクチャーの中で、具体的な NPO の活動例や、センターでの窓口相談例などの紹介を増や

すことが必要である。 

・一方的な講義ではなく、参加者同士がディスカッション等を通じて、学習内容を深める機会

が必要である。 

・実際に活動している方の話を聞く機会を設けることができれば、参加者の理解がより深まる

のではと思われた。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 伝えるちから講座 

 企業と NPO法人を対象にしたアンケートによると、NPO・市民活動に求められるものとして

「プレゼンテーション能力」と「コミュニケーション能力」との声がある。そこで、主として

公開プレゼンテーションに参加される方を対象に、５分間という限られた時間で聴衆に内容を

的確に伝え、共感してもらうために、原稿作成からプレゼンテーション実践までの一連の流れ

と、その際のポイントやコツを学ぶ場を提供する。 

 １．「公開プレゼン ５分間で伝えきるための 伝えるちから講座」の開催 

 ・日時：平成２５年７月６日（土）１３時３０分～１５時３０分 

・会場：山形市市民活動支援センター 高度情報会議室 

 ・参加者：１１名 

・講師：ラジオパーソナリティ  岩崎敬 氏 

 ・内容：伝える事とは何か、伝えるテクニック（基本、インパクト）、文章にまとめる（台本

を書く）練習と実践、個別相談など 

 

 ・公開プレゼンテーション本番を前に、実践的な内容の講座を行うことができ、参加者の満足

度も高かった。 

・プレゼンに特化した講座を初めて開催できた。 

 

 ・公開プレゼンテーションに参加する団体の参加がもう少し見込めるよう、広報や開催時期の

検討が必要である。 

 

 ※「山形市コミュニティファンド公開プレゼンテーション補助」に参加する団体に対してのサ

ポート講座 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 平成 24年度ＮＰＯマネジメント講座＝総務・労務講座＝ 

 ・労働基準法及び労働保険、社会保険の仕組みを学び 

 ◇労働関係法のポイントについて 

   ・冊子「労働関係法のポイント」を用いた講義 

→「労働契約と解雇・退職」「賃金」「労働時間・休憩・休

日」「年次有給休暇」「変形労働時間制」「裁量労働時

間」等を中心に質疑・応答形式で開催 

◇労働及び社会保険関係の実務について 

・雇用保険、労災保険、健康保険、厚生年金保険の実務につ 

いての講義 

→質疑・応答形式で実務に即した形で開催 

 

  ※前年度は労働関係法にかんしては労働基準監督署に講師を 

依頼したが本年度は再び鈴木氏に依頼した。 

 

 

 

 〇参加者 34名（延べ人数） 

 参加者からの声としては下記の通りであり一定の成果があったと考えられる 

  ・知ると得する情報が有難かった 

  ・受講者一人一人のレベルに合わせて下さるのが良かった 

  ・出席者の質問内容が参考になりました 

・最新の冊子など情報を沢山頂けたのが有難かったです 

  ・社会保険、労災の仕組み、加入の仕方など 

  ・労基法については忘れていたので基本に戻って学ぶことができた 

 ・開催する曜日（平日か休日か）及び時間帯（昼間か夜間か）には引き続き課題がある 

・組織責任者向けにポイントを絞った講座の要望もあり次年度は開催を検討 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 山形市内の公益団体の方のためのパソコンお悩み相談室 

 ・山形市内の公益活動に関わる方で、パソコンに関する悩みを解消し、活動に役立てる。 

・株式会社アイエスエフネットから支援していただき、問題の早期解決、企業と NPOの協働、

社会貢献活動の促進を図る。 

 １．「パソコン相談室」の開催 

 ①平成２４年１０月５日（金） １９時～２１時３０分 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 荒井氏 

 ②平成２４年１０月１９日（金）１９時～１９時４５分 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 荒井氏 

 ③平成２４年１１月２日（金） １９時～２０時    ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 齋藤氏 伊藤氏 

 ④平成２４年１２月１４日（金）１９時２０分～２１時 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 荒井氏 

 ⑤平成２５年１月１８日（金） １９時～２０時２０分 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 荒井氏 伊藤氏 

 ⑥平成２５年２月１日（金）  １９時～２０時２０分 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 荒井氏 伊藤氏 

 ⑦平成２５年２月１５日（金） １９時～２１時    ミーティングルーム 

  参加者：２名 講師：ISFネット 荒井氏 伊藤氏 

 ⑧平成２５年３月１日（金）  １９時～２０時１５分 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 荒井氏 伊藤氏 

 ⑨平成２５年５月２４日（金） １９時～２０時    ミーティングルーム 

  参加者：２名 講師：ISFネット 荒井氏 高山氏 

 ⑩平成２５年６月２１日（金） １９時～２０時    ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 齋藤氏 荒井氏 

 ⑪平成２５年７月５日（金）  １９時～２１時    ミーティングルーム 

  参加者：３名 講師：ISFネット 荒井氏 高山氏 

 ⑫平成２５年８月１６日（金） １９時５０分～２１時 ミーティングルーム 

  参加者：１名 講師：ISFネット 伊藤氏 

 ⑬平成２５年８月３０日（金） ２０時～２１時５分  ミーティングルーム 

  参加者：２名 講師：ISFネット 齋藤氏 

 

・相談内容は、主にワード、エクセル、パワーポイントの使い方の説明。メールソフトの使い

方、画像の取り込み・編集、（パソコンからパソコンへの）データの移行など。 
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 ・株式会社アイエスエフネットの方に講師をしていただくことで、問題の早期解決、専門的な

相談にも対応できた。 

・夜の１９時～２１時という時間帯ではあったが、問題が解決するまで何度も相談に来ていた

だいた方もいた。 

 ・申込者がいないときがあり、予定していた日時に開催できなかったときがあった。 

→広報について、チラシ、メルマガだけでいいのか、見直す必要がある。アイエスエフネッ

トにも、どの程度まで企業名を出していいのか、対応出来る人数などについて聞いておく必要

がある。 

・１団体１時間までと設定していたが、相談内容により時間が大幅に超えるときがあった。 

 →相談時間の中でアイエスエフネットと相談して調整する必要がある。 

・相談内容を事前に聞いていたが、当日になり若干内容が異なっているときが何度かあった。 

 →相談者の PC の状態について詳しく聞いておく、また相談内容が PCだけでいいのか、（タ

ブレットなど）今後見当していくことが必要と思われる。 

  

 

成 

果 

課 

題 

備 

考 



 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 なぜ今ソーシャルネットワークサービス講座 

 〇NPOや市民活動を行う上で必要な「絆や繋がり」を拡げるためのきっかけづくりの提案 

〇SNSを実際に活用し「絆や繋がり」を拡げている事例を学び、具体的な行動へと結びつける 

 ・開催日：2013年 1月 25日 

・講 師：（株）アイエスエフネットライフ仙台運用部長 新沼 史智氏 

     NPO 法人全国父子家庭支援連絡会理事 村上 吉宣氏 

・内 容：◇ソーシャルネットワークの活用 

      【新沼 史智氏】 

1.そもそもの話 

2.人との繋がり今昔物語？ 

3.世界に浸透し始めた、「シェア」の文化 

4.情報開示の意識 

5.「伝える」から「関係を構築する」時代 

     ◇ソーシャルネットワークサービスと社会提案活動 

       【村上 吉宣氏】 

       6.活用事例 

 市民活動に関わっている方々の新たな繋がりを拡げるきっか

けになれば、との想いで、平成 25年 1月 25日、SNS活用講座

「なぜ今、ソーシャルネットワークサービス?」を開催しました。講師は（株）アイエスエフネ

ットライフ仙台運用部長新沼 史智さん、NPO 法人全国父子家庭支援連絡会理事村上 吉宣

さんのお二人をお招きし、ソーシャルネットワークの活用方法、実際に SNS をどのように活

用したのか実践例もお聞きしました。６名の皆さんにご参加いただき、実際に仕事で SNS を

活用している方の生の話を聞けたということで、少人数ではありましたが多くの質疑が交わさ

れ、中身の濃い講座になりました。 

 ・参加者数：6名 

・ソーシャルとは何かが初めてでもわかる、実例がわかり易い、使い方の方向性が、道筋が見 

えてきた、目的別の各種 SNSの使い方など参加者全員がそれぞれの立場での理解を深める 

ことができた 

 

 ・「実際にモバイルや Tab、PCを使ったワークがあればよい」との声があり次回開催時には実 

際に SNSを利用しながらのセミナーの検討も必要 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 つぶやきホッとサロン 

 ・一般の方に、ＮＰＯ・市民活動や、センターの存在について、気軽に知ってもらうきっかけ

となる場を設ける 

 

 １．「つぶやきほっとサロン」の開催 

 ①平成２４年９月８日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：４名  コーディネーター：山形市市民活動支援センタースタッフ 山口達也 

 ②平成２４年１０月１３日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：４名  コーディネーター：山形市市民活動支援センタースタッフ 山口達也 

 ③平成２４年１１月１０日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：３名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ④平成２４年１２月８日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：３名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑤平成２５年１月１２日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：３名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑥平成２５年２月９日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：３名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑦平成２５年３月９日（土）１４時～１６時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：２名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑧平成２５年４月１９日（金）１０時１５分～１２時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：２名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑨平成２５年５月１７日（金）１０時～１２時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：４名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑩平成２５年６月２１日（金）１０時～１２時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：７名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 出牛、柴田、中村 

 ⑪平成２５年７月１９日（金）１０時～１２時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：４名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 

 ⑫平成２５年８月１６日（金）１０時～１２時 ミーティングコーナーにて 

  参加者：２名  担当：山形市市民活動支援センタースタッフ 中村 
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 ・平成２５年度から時間帯を変更し実施した。その結果、初参加の方も多く、この時間帯（土

曜日の１０時～１２時）の方が来ることができる、という意見もありました。 

・参加者の方から関心があることについてお話を聞くことができた。（生活に関わることが多い

と思った。） 

 ・意見を聞く場所として実施をしていたが、当日の司会などで全員に話を振ることが難しかっ

たときがあった。（一人で主張する人がいたときなど） 

・前回話した内容などを次回に反映できなかった。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 パワーポイント講座 

 公開プレゼンテーションでパワーポイントの使用を考えているが、使い方が不慣れ・不得意な

方に対して、プレゼンテーションに最低限必要なパワーポイントの使い方を学ぶ場を提供する 

 １．「それを作りたかった！NPOのためのパワーポイント講座」の開催 

 ・日：平成２５年６月２９日（土）と７月７日（日）の２回連続講座 

・時間：２回とも１３時３０分～１６時３０分 

・会場：山形市市民活動支援センター 高度情報会議室 

 ・参加者：２名（のべ４名） 

・講師：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

 ・内容 

  ＜１日目＞パワーポイントの基本操作 

① 文字の入力、文字サイズや色の変更、図形や写真の挿入、アニメーションの設定など 

＜２日目＞簡易なスライドの自作 

① スライドを作る際のポイント 

過去の公開プレゼンのスライドの比較、見えやすいフォントサイズや色づかいなど 

② 簡易な自作スライドの作成と発表会 

 

 ・パワーポイントを使って簡単なプレゼン資料を作成できる方を育成できた。 

・公開プレゼンテーション当日を意識したプレゼンの練習を行うことができた。 

・公開プレゼンテーションのみならず、他の助成金・補助金の審査会や、会員・支援者への活

動紹介などの場面で、ＮＰＯや市民活動団体の方が、パワーポイント資料を作成し活動をＰＲ

する際に、今回の講座で学んだことを役立てていただくきっかけを提供できた。 

 ・公開プレゼンテーションのサポート講座としての位置付けだが、参加者が少なかったので、

開催時期や内容の見直しが必要である。 

 ※「山形市コミュニティファンド公開プレゼンテーション補助」に参加する団体に対してのサ

ポート講座 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 まちづくり Cafe 

 山形市の都市計画マスタープランの見直しに伴い、そのワーキンググループに意見を反映でき

るよう、山形市内で活動しているＮＰＯや市民活動に関わるみなさんの意見を集め、提案につ

なげていけるような場を設ける。 

 １．「まちづくり Cafe」の開催 

 ・日時：平成２５年５月２６日（日）１０時～１２時 

・会場：山形市市民活動支援センター 会議室Ｂ 

 ・参加者：５名 

・ファシリテーター：山形市市民活動支援センタースタッフ 佐藤悠 

 

 ・現場目線のたくさんの話題提供があり、まちの理想像につながるヒントを共有することがで

きた。 

・出された話題は次のとおり 

・マスタープランとは何か     ・まちづくりとは何か 

・ＮＰＯの活動における問題    ・障がい者にやさしいまち 

・高齢者にやさしいまち      ・まちの景観 

・交通のあり方          ・自分たちのまちを知るしくみやしかけ 

                                 など 

 

 ・４分野（町内会、生涯学習、障がい者支援、まちづくり）の団体から参加いただいたが、よ

り深い意見交換ができるように、もっと様々な分野から参加いただけるようにしていく必要が

ある。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 平成 24年度山形市コミュニティファンド公開プレゼンテーション 

 ・市民活動団体への補助を通じた様々な地域貢献に活用し、地域課題の解決に繋げる為の取組 

 （１）事業募集及び選考資料作成業務 

山形市が作成する募集ガイドに従い、公開プレゼンテーションに参加する事業提案の募集を行ない、

応募書類作成のサポートを行った。事業を選考するための選考資料を作成し、市民審査員等に送付

した。 

・応募事業数 ２０事業 

・選考資料 

（２）市民審査員募集業務 

市民（山形市在住または山形市に通勤・通学する者）に向け、市民審査員の募集を行った。 

・市民審査員数  １０４名（内当日欠席者２３名途中退席者５名） 

・団体審査員数  ６７名（内当日欠席者８名） 

・職員審査員数  ６名 （内当日欠席者 1名途中退席者 1名）   計１７７名 

（３）公開プレゼンテーション参加団体への支援業務 

  公開プレゼンテーションに参加する団体へ、プレゼンテーションに関する総合的なサポートを

行った。また、市民活動支援センターの会議室・備品等を活用し、発表リハーサルの場を提供した。 

（４）公開プレゼンテーションイベントの開催業務 

  7 月 2７日（土）13 時から山形市保健センター大会議室で、公開プレゼンテーションイベント

を開催した。来場者には、ペットボトル飲料を提供し、駐車券を交付した。 

申込み段階において申請団体数がここ数年より多い 16 団体になったことと、市民審査員数も想定

数以上の申し込みがあったため、投票及び集計作業に時間がかかることが推測され、投票用のパソ

コンを昨年までの 6 台から 10 台に増設して対応した。しかし、当日開催時刻直前に天候が急変し

強い降雨による交通事情悪化で、市民審査員が開始時刻までに間に合わない状況となった。この為、

当日欠席者 23名及び途中退場者 5名という、投票しない審査員が発生した。 

  参加団体のプレゼンテーションや市民審査員の投票、集計等のスケジュールは予定通り進行し、

来場した市民審査員により一人 5票の投票を実施し、会場内で投票結果を公表した。 

・応募事業数   ２０事業 

・発表事業数   １６事業 

・補助対象事業数  ９事業 

・市民審査員   １３９名  当日見学者 １１名 
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平成 25 年度 公開プレゼンテーションに関するアンケート結果 

 
 ※あてはまるものを一つだけ選び○をつけてください。 

●職業・会社員  

・団体職員  

・行政職員  

・自営業  

・その他  

・学生    

・無職 

●年代 ・20代以下  

・30～40代 

  ・50～60代   

・70 代以上 

 

 

 

 

 

１． 今回の公開プレゼンテーションや市民審査員募集の情報をどちらで知りましたか。 

※あてはまる記号すべてに○をつけてください。（複数回答可） 

Ａ，山形市市民活動支援センター 

Ｂ，市報 

Ｃ，その他施設の掲示等  

Ｄ，ラジオ、テレビ、新聞等   

Ｅ，その他 

 

 

 

 

 

 

２，今回の公開プレゼンテーションに参加した理由をお聞かせください。 

 ※あてはまる記号すべてに○をつけてください。（複数回答可） 

 Ａ．自分で支援先を決定するプロセスに参加したかった。 

Ｂ．支援したいまたは支援している団体が発表に参加していた。 

Ｃ．市民活動とはどんなものか興味があった。 

Ｄ．チラシやホームページなどに、興味のある団体（活動）

が載っていた。 

  Ｅ．以前参加したことがあり、今年度も参加してみようと思っ た。 

 Ｆ．知人（支援する団体のスタッフ等）に誘われた。 

 Ｇ．今後補助金制度への応募を考えており、参考にするため。 

 Ｈ．その他 

 

 

成 

果 

会社員

15%

団体職員

15%

行政職員

1%
自営業

14%

その他

10%
学生

14%

無職

31%

20代以

下

11%
30～40

代

16%50～60

代

56%

70代以

上

17%

A

32%

B

18%
C

8%

D

4%

E

38%

A
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B

27%

C

19%

D

4%

E

10%

F

12%

G

7%

H

3%



 

３．公開プレゼンテーションに参加して、市民活動への認識に変化はありましたか？  

※あてはまるものを一つだけ選び○をつけてください。 

  Ａ．大いに興味を持ち活動に参加したいと思った   

Ｂ．興味を持ち応援したいと思った 

 Ｃ．興味を持ったが参加や応援することは考えていない 

D．興味は持てない 

 E．まだよくわからない   

F．その他 

 

 

   

 〇審査結果を誤った形で集計した。結果として、誤った補助対象事業及び対象団体に認定証が 

交付されてしまった。 

・認証書が交付されるべきではなかったが誤って交付された団体 5団体 

・認証書が交付されるべきであったが誤って交付されなかった団体 4団体（要確認団体含む） 

 

◇直接的には投票結果集計ソフトの不備が原因であるが、チェック体制、運営手順・基準など 

全体的な体制の整備が必要である。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 東日本大震災被災自治体支援事業 「浪江のこころプロジェクト」 

（東北圏地域づくりコンソーシアムへの協力） 

 本事業は、浪江町役場と東北コンソとのパートナーシップのもと、将来の帰町に向けて東北コ

ンソのネットワーク（ＮＰＯ、中間支援組織）を活用した各地の避難所取材に基づくメディア

（広報誌、ＷＥＢ）作成と住民への提供を通じて、各地に分散する町民同士つなぐことを目的

としている。 

 福島県浪江町広報誌「広報なみえ」記事『浪江のこころ通信』の取材活動 

（平成 23 年 7 月から継続） 

 合計 8 名 

【取材実施日】 

 

号数 取材日 担当 被取材者 

18 号 
11 月 9 日 齋藤・柴田 Ｈさん（山形県高畠町在住） 

11 月 11 日 柴田 Ｔさんご夫妻（山形県山形市在住） 

19 号 12 月 5 日 柴田 Ｔさん（山形県中山町在住） 

21 号 2 月 8 日 柴田 Ｏさんご夫妻さん（山形県山形市在住） 

23 号 
4 月 3 日 柴田 Ｔさん（山形県米沢市在住） 

4 月 12 日 柴田 Ｓさんご夫妻（山形県酒田市在住） 

24 号 4 月 28 日 柴田 Ｎさん（山形県山形市在住） 

27 号 8 月 9 日 柴田 Ｓさんご夫妻さん（山形県山形市在住） 

関係者・機関 

高崎経済大学 櫻井常矢氏（アドバイザー） 

一般社団法人 東北圏地域づくりコンソーシアム（事業コーディネート・サポート） 

浪江町役場復興推進課 

 

 町民の皆さんの悲しみ・葛藤・希望や、行政になかなか届かない町民の皆さんの率直な思いを

その方の言葉で、多くの方に伝わるよう努力した。復興支援員の訪問活動と取材を併せて行い、

取材後の交流会参加の案内や抱えている悩みをお聞きし、その後もやりとりが続いている方も

いる。 

 復興支援員山形駐在の皆さんに協力いただきながら、より詳しく寄り添った取材活動を実施す

る。記事の内容はこれまで主に避難時の様子、現在の状況、今後の生活という 3 つのテーマに

分かれていたが、震災から 2 年半が経過し、今後はそれぞれの生活や考えている未来のことな

どの話題が中心になってきており、町民の皆さんの状況の変化も感じ取り取材を行なう。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

平成２４年度 山形県新しい公共支援事業 

 
（１） 様々な分野の地域課題と行政の施策について互いに情報を共有し、政策立案や提言に

ついての技術を習得する研修会を実施し、協働の基盤形成を図る。 

（２） 新たな寄付形態について、県内での実現に向けて、企業等の意向調査・研究・開発を

行うとともに、経済団体と連携し、意識啓発のためのセミナーを開催する 

 （１） NPO 等の活動基盤整備のための支援事業「NPO 等の提言機能強化事業」 

① 『身近なところから変革を ～政策提言セミナー～』 

  日  時：平成２４年９月４日（火）１０：００～１６：００ 

  講  師：遠藤 智栄 氏 （地域社会デザイン・ラボ代表） 

  参 加 者：１６名（定員２０名、申込者２０名） 

  内  容： 昨年度開催の二日間の内容を濃縮、より多くの方に参加して頂けるように設定

した。参加者同士が交流し、実際の活動とリンクした、一歩進んだ提言を学ぶ

発展形のセミナーであった。 

具体的には、政策提言の流れをつかむための

講義と、県担当者からの協働事例の紹介を受

けて、グループ毎にワークショップを行っ

た。一人ずつ「政策提言」を発表し、皆で講

評し合うことで、地域課題から政策提言する

までのメソッドを具体的に学ぶ内容であった。 

 

（２） 寄付募集支援事業「新たな寄付形態の企画」 

① 『～ コーズ･リレーテッド･マーケティングを学ぶ ～ 

売上が上がる！社会貢献になる！新しいマーケティング！』 

  日  時：平成２４年１２月７日（金）１３：３０～１６：３０ 

  講  師：野村 尚克 氏（Causebrand Lab. 代表） 

参 加 者：３８名（定員３０名、申込者４２名） 

  内  容：昨年度の発展形を意識した内容。コーズリレーテッドマーケティングの理論と

地方都市型の事例について学んだ後、県内での実践例について発表があった。

今後の連携に向けて地域企業に学んでもら

えるよう広報に力を入れた結果、企業や個人

の方からの参加者が目立った。地酒で復興を

応援する「しずくプロジェクト」の発表は、

身近な好事例として反響が大きかった。 

また、後半のワークショップでも、参加者の

問題意識に則した発表が相次いだ。 
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② 『地域に生きる地域と活きる ～力まない飾らないＣＳＲのかたち～』 

  日  時：平成２５年２月１６日（土）１３：００～１６：００ 

  講  師：仲野 賢 氏（出羽桜酒造株式会社 営業部長兼社長室長） 

      本田 厚 氏（山形ゼロックス株式会社 取締役経営企画室長ソリューション営業部長） 

      平尾 清 氏（東北芸術工科大学文芸学科非常勤講師） 

参 加 者：４２名（定員５０名、申込者５０名） 

 内  容：第１部では県内二社の実践企業より取り組み内容についての講演、 

第２部では聴講者との相互交流型のパネルディスカッションが行われた。 

経営戦略としてのＣＳＲ実践例を企業側から直接聞くことが出来る機会 

とあって、参加者は学生から企業関係者と多岐にわたった。 

  

 １-① セミナー後に「実際に政策提言につながった」という声が聞かれたように、ワークショ

ップでのプロセスが、具体的な施策の提案につながった。 

２-① 協働の相手先と想定できる企業関係者の参加が得られた事や参加者同士のつながりを

生むきっかけになった。また、地方での事例紹介や県内の実践例である「しずくプロジ

ェクト」については、参加者の大部分にとっては新しい情報であり、発足からまだ間も

ない団体にとって広報面での支援にもつながった。 

２-② 企業とＮＰＯの相互理解に役立っただけでなく、企業が協働先として求めるＮＰＯ像が

明確になった。ＮＰＯ等側にも地域からの支援を得るために何をすべきなのか、という

到達点が呈された。また、このセミナーは新聞にも掲載され、「協働」というテーマで取

り組む企業の実践例について広く周知することが出来た。 

 １-① 課題の抽出と解決への具体的なプロセスを描くためにも、また、人材育成の観点からも

定期的な開催が必要と思われる。その際は、より多くの組織から参加してもらえるよう

な日時設定を検討する。 

２-① 具体的な県内での実践につなげるための、総合プロデュース力（人・組織）の育成。 

   金銭による「寄付」にとどまらず、多様化するファンドレイジングの形態について引き

続き学び続ける不断の姿勢が必要と思われる。 

２-② 「協働」の社会づくりの土壌育成や、企業が求める連携先としての理想像をＮＰＯ側で

把握するための機会設定を検討する。 

 本事業は、県と県内中間支援ＮＰＯ団体で組織した「山形県新しい公共推進協議会」（平成２３

～２４年）の主催事業の一環として、アミルが担当した。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

平成２４年度 公益活動を支える人材育成事業 

 （１） 人材育成分野での支援を必要とする団体との共催でセミナーを開催し、ＮＰＯの基

礎、特にミッションをベースとした活動について説明する。 

（２） 「ＣＳＲ＝社会責任」が全ての組織にとって重要であると受け止められる土壌の育成

と、企業・行政・ＮＰＯの連携を促進するためのセミナーを開催する。 

（３） 外部研修に参加することにより、寄付者や社会に対する開かれた組織をマネジメント

できるノウハウの取得と地域での普及にあたる。 

 （１） 「NPO入門講座～NPOはじめの一歩～」 

  日  時：平成２４年９月２７日（木）１０：００～１２：００ 

  講  師：那須 泰志、小山 二郎 （山形の公益活動を応援する会・アミル） 

  場  所：東根市タントクルセンター 

  参 加 者：２１名 

内  容： 新しく入ったスタッフの研修を目的として、（特活）クリエイトひがしねとの

共催で開催。３部構成になっており、第１部「ＮＰＯはじめの一歩」ではＮＰ

Ｏに対する基礎知識と村山地区ＮＰＯ団体

の紹介をし、第２部「かたちとしてのＮＰＯ」

では認定制度と、収入実態など運営資金にか

かわる実情についてお話しした。また、第３

部では情報交換とミッション共有を目的と

したグループワークを行った。 

 

（２） 「２０３０年の山形のために社会的責任と協働をどう加速するか？」 
  日  時：平成２５年２月２７日（水）１３：３０～１６：００ 

  場  所：山形市男女共同参画センター ファーラ ５階視聴覚室 

  講  師：川北 秀人 氏（ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国際研究所] 代表） 

参 加 者：３４名 

  内  容： 新しい公共支援事業で開催したＣＳＲセミ

ナーを引き継ぐ形で、企業とＮＰＯ団体、そし

て行政の協働に重点を置いて企画・開催した。

近年混同されがちなＣＳＲと社会貢献の違い

に加え、ＣＳＲは企業を越えて全ての人・組織

に適応される「社会責任」であることが、地域

の現在・過去・未来の豊富なデータによって示

された。また、後半はワークショップが行われ、「これまで」と「これから」と

いう２つの視点をもって、自分が所属する組織について改めて問い直す機会が

与えられた。 
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（３）  人材育成研修への参加（県外のみ） 

    ○ 内閣府主催 ＮＰＯ法改正説明会（平成２４年５月１５日） 

    ○ （特活）ファンドレイジング協会主催 

・準認定ファンドレイジング必修研修（〃５月２７日） 

      ・準認定ファンドレイジング選択研修（〃６月９～１０日） 

「共感ＣＭ」「オンライン・ファンドレイジング」 

「助成金の獲得戦略」「ソーシャルメディアの活用」 

       「オンライン決済システム」「ツールの作成～その前に～」 

       「法律家から見た行動基準」 

      ・準認定ファンドレイザー研修（〃１２月１日） 

    ○ （特活）パブリックソースセンター主催 

      ・ＮＰＯ実践マネジメント入門 （〃８月６日） 

      「ミッションベースドマネジメント／中間計画」 

「人材開発／ファンドレイジング」 

    ○ 日本財団主催関連セミナー 

     ・みんなのＣＡＮＰＡＮ会議２０１２ （〃１１月１０日） 

     ・東京から出身地のために（〃１１月１１日） 

     ・一日限りの登記講習会：資金調達！（〃１２月８日） 

 （１）周辺都市の中間支援組織との連携が実現した。特に、課題の抽出と解決の機会提供に関

わることができた。 

（２）県内の市民活動団体と行政からの参加者が多く、相互交流の機会を提供できた。 

（３）組織運営にかかる知識について、先進事例を多く吸収することができた。また、外部講

師とのつながりが出来たことから、県内でもセミナーを開催することが出来た。 

 （１）より多くの、周辺地域の他団体から参加してもらうことで、さらなる地域連携を図るこ

とが今後の課題である。 

（２）概論的な解説に加え、自己を問い直すスタートアップにつながるワークが内容に盛り込

まれていたため、次回以降は年度初めに設定する、もしくはシリーズでの開催を検討す

る。また、連携先である「企業」の参加促進も次回の検討課題である。 

（３）インプットのみに偏り、組織内、また周辺組織へのアウトプットの機会を設けることが

出来なかった。 

 平成２４年度 公益活動を支える人材育成事業（山形県） 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 むらやま地域ビジネス創出支援 

 １． 地域課題を解決する手法であるコミュニティビジネスについての関心と理解を深める 

２． 過去に研修に参加した方が、起業に一歩でも近づくように支援する 

 １． 「地域ビジネス起業応援セミナー」の開催 

開催日時：平成２４年１０月１３日（土）１３:３０～１６:３０ 

  会場：山形県村山総合支庁 講堂    参加者：４７名 

１．講演「地域ビジネス・ソーシャルビジネスとは？必要性と可能性について」 

       山形ソーシャルビジネス推進会議  青木 孝弘 氏 

２．パネルディスカッション 

テーマ 「新しいビジネスのはじめ方 ～やまがたを元気にする地域ビジネス～」 

コーディネーター 

・山形県まちづくりサポーター  堀川敬子 氏 

パネリスト 

・東北に若者の雇用をつくる株式会社  代表取締役 小澤 尚弘 氏 

・Ｇｏｚｚｏ山形  代表 佐藤 智也 氏 

・有限会社梅ヶ枝清水  当主 横尾 千代乃 氏 

３．創業支援メニューについての話題提供 

  日本政策金融公庫山形支店国民生活事業 融資課長 諏訪敬氏 

 

２． 「むらやま地域ビジネス起業塾参加者のフォローアップ」の実施 

先輩起業家や専門機関へのマッチングを１６件行った。 

※マッチング前のヒヤリングを別に合計１１件行っている。 

・平成２４年１１月：マッチング４件（ヒヤリング６件） 

・平成２４年１２月：マッチング４件（ヒヤリング５件） 

・平成２５年 １月：マッチング７件 

・平成２５年 ３月：マッチング１件 

 

 １． 地域ビジネス起業応援セミナー 

・満足度：約８割（アンケート結果） 

・先輩起業家の実体験に基づく深みと重みのある言葉に勇気づけられ、大変参考になったと

回答する参加者が多かった（アンケート結果） 

 

２． むらやま地域ビジネス起業塾参加者のフォローアップ 

・マッチングを希望するか６９名にアンケートを行ったが、過去に起業塾に参加した方です

でに起業していた方が、１０名いたことが把握できた。 
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・マッチング前のヒヤリングを１１件、マッチングを１６件行ったが、支援を行ったことで、

創業への可能性が高まった方が若干名いた。例えば、次のとおり。 

・福祉施設の創業を計画しているが、自分の持っているヒト・モノ等の資源を見つ

めなおし、まずは自宅等を活用したお茶飲みサロンを計画し始めた方 

・福祉施設の創業を計画しているが、先輩起業家と関わり、支援制度や法律に関し

て勉強することで、事業計画をブラッシュアップしている方 

・飲食店の創業を計画しているが、様々な創業支援機関や先輩起業家と関わること

で自分の事業計画の不足を発見し、さらなる計画のブラッシュアップに向けて、ま

すます積極的な情報収集と自己資金確保に努め始めた方 

 

 １． 地域ビジネス起業応援セミナー 

・セミナー終了後に、山形市市民活動支援センターで行っているソーシャルビジネス起業支援

講座の案内も行ったが、参加された方は見受けられなかった。案内のやり方も工夫する必要が

ある。 

 

２． むらやま地域ビジネス起業塾参加者のフォローアップ 

・先輩起業家とのマッチングにあたって、起業志望者が相談内容を明確にできないままマッチ

ングに臨む場合があるので、ヒヤリングのやり方を工夫する必要がある。 

 

 委託元：山形県村山総合支庁（産業経済部産業経済企画課） 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 山形県 平成 24年度債務負担行為 やまがた NPO連携促進事業 

 NPO中間支援機能の一つとして、企業と NPO、行政や教育機関、地域等の連携を促進する

ことが重要であるとの認識から、直接的な財政支援よりも企業本来の事業を活かした社会への

貢献、地域との連携を目指す。今回の事業についてはその延長線上、また現在展開している活

動そのものと密接にリンクする事業と捉えており、県内の公益活動に寄与する企業と多様なセ

クターとの連携について、CSR（企業の社会的責任）を中心として促進するものとする。 

 ▼事業期間 平成 25年 3月 1日～11月 30日 

具体的なコーディネートをするには環境整備が必要であり、企業側、NPO 側、双方に CSR

の取組に対する理解促進のための啓蒙作業が必要となっている。その為、企業、NPOへのアン

ケート、ヒアリングといった調査活動とともに、CSRや社会貢献への理解を促すセミナー等の

開催を行なう。 

▼実施スケジュール 

・平成 24年度実績（平成 25年 3月～平成 25年 8月） 

3月：雇用人選、NPOに関する基礎研修、調査対象層の設定、調査項目の検討並びに精査 

4月：予備調査の実施、調査票印刷並びに送付（企業 426社、NPO129団体） 

5月：調査内容の集計並びに分析（～9月）、調査結果に基づきセミナー講師の選定 

6月：NPO向けセミナー内容の精査、NPO並びに企業訪問（～9月） 

7月：NPO向けセミナー並びに調査報告会準備 

8月 19日：NPO向けセミナー並びに調査報告会（講師：IIHOE 代表 川北 秀人 氏） 

・平成 25年度予定（平成 25年 9月～） 

9月：企業向けセミナー並びに調査報告会の準備 

10月：企業向けセミナー並びに調査報告会（講師：IIHOE代表 川北 秀人 氏）、セミナー

結果を受けて、参加者へのフォローアップ 

11月：事業総括、事業報告会の実施、事業報告書の取りまとめ 

 ▼調査（調査期間：4月 25日～5月 16日） 

回答数：企業 85社、NPO40団体 回答率：22.5% 

▼セミナー（8月 19日実施、「NPO×企業 ～なぜ、連携が今後必要となるのか～」） 

参加者数：38名 全体評価（5段階評価）：4.30 今後の取組みに反映（同左）：4.50 

今後の取組みに「大いに反映できる」「反映できる」の回答が合計 100%であり、今後の連携

を進める上で、今回のセミナーは一定の評価を得られたものと考える。 

 県からの委託期間終了後は人件費予算が不足するため、現在動いている他事業と連携し、今

回の調査結果等を有効に活用しながら事業をどのように継続していくかが課題となる。 

その中で、NPO に対しては市民活動支援センターの事業や団体訪問時に啓蒙や相談を続け

ることが可能であるが、企業との接点を開拓していくことは難しい。そのため、過去のセミナ

ー参加者等アミルのステークホルダーを整理し、これまでの繋がりを維持・発展させていく方

法を事業終了までに検討する必要があると思われる。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

平成２５年度「ＮＰＯ法人への新会計基準の普及事業」 

 新会計基準、特に「収支計算書」から「活動計算書」に変わったことを受け、山形市内のＮＰ

Ｏ法人がスムーズな対応ができるよう、きめ細やかな支援や普及活動を行う。 

 ★ パンフレット『収支計算書→活動計算書+注記』の作成 

法人へのヒアリング調査と並行して、新会計基準における 

一番大きな変更点「収支計算書→活動計算書」を重点的に 

説明したパンフレットを作成した。 

 

★ ヒアリングによる現況調査と訪問による普及活動 

  合計２６法人（山形市２４、東根市１、村山市１）に 

  現況のヒアリングと変更内容について案内した。 

  なお、市内法人は８月末現在で１０２法人ある。 

  ２６法人への対応内訳としては、下記の通り。 

・電話のち訪問し、パンフレット等を渡した…１８法人 

   ・来所され、お話しをさせて頂いた…４法人 

   ・電話のち、メール等でパンフレット送付…４法人 

   

   

 

 訪問することで、会計にとどまらない運営上の悩みについての情報を得る事が出来た。また、

イベント開催の知らせを受けた時など、市民活動支援センターとの連携によって広報や取材な

どへのつなぎがスムーズであった。 

 既に「活動計算書」への変更については殆どの法人が了解していつつも、内容については名称

のみの変更と理解している法人も依然として存在している。引き続き声掛けや支援が必要と思

われる。また、変更依然に会計業務に苦慮する法人も見受けられ、法人向けの会計ツールの情

報収集とともに、新会計基準にとどまらない支援にも対応 

 平成２５年度「ＮＰＯ法人への新会計基準の普及事業」（山形市） 
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パンフレット 

『収支計算書→活動計算書+注記』 



 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 ＪＣＮ地域調整員事業 

 本事業は、福島県と東日本大震災支援全国ネットワーク（ＪＣＮ）との連携のもと、震災によ

り福島県から全国各地に散らばった広域避難者へ、避難先での生活に少しでも役立つ情報を届

けるべく、各地で主に民間団体が主体となり実施している取り組みの情報の受発信を目的とし

ている。 

 業務内容： 

ウェブサイト「避難されている方々へ（http://fukushima.jpn-civil.net/）」の更新に係る情報

収集並びその受発信。 

実施期間：平成２５年６月１日～平成２６年３月３１日 

（それ以降については未定、継続の可能性あり） 

担当地域：山形、秋田、青森、（岩手、宮城、福島）の東北ブロック 

支援の対象： 

東日本大震災による福島県からの避難者及び避難者支援に取り組んでいる団体・機関 

活動の人員と目安：担当者１名で月５日程度 

事業の実施における関係団体・機関： 

福島県生活環境部避難者支援課 

東日本大震災支援全国ネットワーク（ＪＣＮ）広域避難者支援担当 

みちのく会（北海道ブロック） 

かながわ避難者支援ネット（関東ブロック） 

公益社団法人中越防災安全推進機構（北信越ブロック） 

生活共同組合コープあいち（東海ブロック） 

ＮＰＯ法人きょうとＮＰＯセンター（関西ブロック） 

ＮＰＯ法人ひろしまＮＰＯセンター（中国ブロック） 

ＮＰＯ法人えひめ３１１（四国ブロック） 

被災者支援ふくおか市民ネットワーク（九州ブロック） 

 各種情報の掲載数 ※平成２５年１０月２０日現在 ※（ ）内は把握のみの未掲載情報数 

山形：８７（１） 秋田：７（１） 青森：（２） 宮城：４ 福島：３ 

情報交換等を行った団体・機関数 

山形：２９ 秋田：７ 青森：５ 宮城：５ 福島：２ 

 担当地域が広く、予算に対する人員も限られているため、調査・入力作業等の業務量が追い付

いていないこと。また、避難者及び該当する支援団体への周知拡散も今後の課題である。 

 定例会について： 

上記業務内容の他、年間４回程度、東京（もしくは福島）にて定例会を開催しており、事業

関係者間で定期的な情報共有を行っている。 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 SAVE JAPANプロジェクト 

 本プロジェクトの一番の目的は、地域住民の方へ環境保全活動に参加するきっかけを提供する

こと。これまで環境保全活動に参加する機会が少なかった方に参加いただくことで、生物多様

性を理解し、地域の自然環境に関心を持ってもらうとともに、いきものが住みやすい環境づく

りを目指す。 

 SAVE JAPANプロジェクト２０１２ 

１回目 「集まれ！山形、森の探偵団 みんなで森の謎を解け！」 

日時：２０１２年１１月２３日（金） ９：００～１６：００ 

参加人数：３２名（アンケート回答者：３０名） 

講師：美しいやまがた森林活動支援センター、山形県森林インストラクターの方々 

 

２回目 「森の探偵団 第２回 森の先生と樹木医の講演会」 

日時：２０１３年１月２７日（日）  １３：００～１６：００ 

参加人数：３８名（アンケート回答者：３５名） 

講師：樹木医 三森和裕氏 山形県森林研究研修センター 齊藤正一氏 

 

３回目 「雪深い森の春を見つける ～かんじきはいて自然観察～」 

日時：２０１３年３月２日（土） ９：００～１６：３０ 

参加人数：２７名（アンケート回答者：２５名） 

講師：美しいやまがた森林活動支援センター、山形県森林インストラクターの方々 

 

SAVE JAPANプロジェクト２０１３ 

１回目 「夏が来た！湖沼探訪とバイカモ観察会」 

日時：２０１３年７月６日（土） ９：００～１６：３０ 

参加人数：３２名（アンケート回答者：３１名） 

講師：美しいやまがた森林活動支援センター、山形県森林インストラクターの方々 

   県民の森森林学習展示館 佐藤恒治氏、山形市柏倉地域 髙橋嘉一郎氏 

 

２回目 「夏休みだよ！古墳群で小さな希少生物を探そう！」 

日時：２０１３年８月３日（土） ９：００～１７：００ 

参加人数：２１名（アンケート回答者：２１名） 

講師：美しいやまがた森林活動支援センター、山形県森林インストラクターの方々 

   川西町里山と下小松古墳群を守る会の方々、東沢地区中山間農地管理組合 沖野氏 
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 ・季節、天候などの影響を受けやすいイベントだったが、参加者のアンケートを見ると満足度

が高く、環境に興味を持った、見直すきっかけを作ることができた。 

・主催の団体だけでなく、活動地域の環境保全団体との関わりをつくることができ、プロジェ

クトを通して、紹介することが出来てよかった、ということもあった。 

・市報以外にテレビ、ラジオ、新聞各社にプレスリリースをして、番組内での広報（イベント

欄）を行い、それを見て申し込んだ方もいた。 

 ・開催するにあたって、主催団体と協賛団体との連携が不十分だったと感じている。このプロ

ジェクトの目的や協賛団体からの参加など、時間をかけて打ち合わせを行う必要があった。 

・参加者は高齢者が多く、家族での参加が低いという結果になっている。そのため家族連れ、

子ども向けの内容でプログラムを考えなければならないと思った。 

 ※SAVE JAPANプロジェクト全体を通して 

主催：NPO法人 美しいやまがた森林活動支援センター 

共催：山形市市民活動支援センター、NPO法人 山形の公益活動を応援する会・アミル 

   認定 NPO法人 日本NPOセンター 

協賛：株式会社 損害保険ジャパン、日本興亜損保株式会社 
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 Ａ アミル本体事業   Ｂ 山形市市民活動支援センター指定管理業務 

 ふるさとふくしま帰還支援事業（県外避難者支援事業） 

サポート事業名 「県外自主避難者の福島帰還に向けた相談会の開催及び 

           長谷川朝子氏によるコンサート開催事業」 

アミル、（特活） 

 県外避難者の多い山形市において、非難世帯個別の課題や悩み等に対し、状況に応じた適切活

専門的なアドバイスを提供することにより、県外避難者の不安を取り除き、ふるさとへの帰還

へつなげることを目的とする。また、県外避難者は幼い子どもを抱え、家族（夫）を福島に残

して母親が山形に非難しているというケースが多くを占める。そのため支えあうべき家族がバ

ラバラになり、母子にかかるストレスも大きく、避難者は子どもとの暮らしにおいて強い不安

を感じている。そのような避難者の避難先でのストレスを軽減することを目的とする。 

 福島県ふるさとふくしま帰還支援プロジェクト「結」 

 「（特活）アミル」・「（特活）ユニバーサルデザイン・結」の協働体 

事業期間Ｈ24年 11月 22日～Ｈ25年 3月 31日 

開催日：平成 25年 3月 3日（日）山形市保健センター大会議室 

  １長谷川朝子ほのぼのコンサート  13：00～15：30 

     

  ２県外自主避難者の福島帰還に向けた相談会の開催 15：30～16：30 

 

  ３茶話会の開催  15：30～16：30 

 全参加人数：63名 山形市・米沢市・天童市・寒河江市・高畠町・山辺町 

 

 ・コンサート 

  子どもと母親が共に楽しく参加できるイベントで、不安の多い避難生活の中 

参加者誰もが満足し、ひとときの安らぎを味わってもらうことが出来た。 

・相談会 

  相談者の内容を事前に伺っていたので、的確に解決策をあるいは方向性を提示できた。 

  時間をかけて質問にこたえ、幅広い視点で適切にアドバイスが出来た。 

・茶話会避難者同士の交流の場になり、孤立化を防ぎ、将来の福島帰還に備えた情報共有の場

にもなった。 

 当日の相談会、茶話会、コンサート自体は大きな成果を残すことが出来た。より多くの避難者

支援につながるよう周知の面において、事業の必要性を確実に伝え、避難者が足を運びたくな

るような工夫、仕掛けをすることが課題である。 
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   平成２５年度 特定非営利活動法人 山形の公益活動を応援する会･アミル  

双葉町事務所事業報告(案) 

（平成２５年４月１日～平成２５年８月３１日）  

 

１ はじめに  

（１）平成２５年４月１５日に山形市清住町の事務所より、山形市双葉町２丁目 4-38 双葉

中央ビル３階に事務所を移転した。  

（２）平成２５年８月より平成 25 年度地域ビジネス起業支援業務委託事業を受託し、職

員を 1 名雇用した。  

（３）平成２４年度福島県浪江町復興支援員として活動されていた２名が退任し５月より

浪江復興支援員２名を新しく採用し活動している。  

 

２ 双葉町事務所における事業について  

（１）平成 24 年度債務負担行為やまがた NPO 連携促進事業  

  ①企業等への調査及び協働事業にむけたコーディネート  

   ・村山地区主要企業、管内 NPO 法人に対しての現状把握の  

    ためのアンケート調査の実施   

平成 25 年 4 月～6 月  

   ・アンケート結果を基にヒヤリング先を抽出し実施  

平成 25 年 6 月～8 月  

  ②企業等との連携強化のための研修会・セミナーの開催  

   ・NPO 向けセミナーの開催  

    日 時：平成 25 年 8 月 19 日(月)14:00～16:30 

    場 所：山形県産業創造支援センター 多目的ホール  

    講 師：IIHOE 代表 川北秀人氏  

    参加者：３８名 

    内 容：・調査報告「社会的責任や社会・地域貢献に対しての取組みと、NPO に 

         対する意識調査」  

        ・講演・ワークショップ「官民協働を促すためには、こんな工夫が必要」 

 

（２）平成 25 年度地域ビジネス起業支援業務委託事業  

   ・平成 25 年 8 月 1 日より開始  

 

（３）福島県浪江町復興支援員業務の補助作業  

  ①月次会計の報告  

  ②情報発信作業の補助  

  ③活動に関わる消耗品の購入  

  ④勤務確認  



（４）自主事業  

  ①ソーシャルビジネス講座  

人と地域の力で仕事を創る！～地域が元気になるタネをまこう～  

日 時：平成 25 年 5 月 19 日(日)14:00～17:00  

場 所：山形市市民活動支援センター高度情報会議室(霞城セントラル２３階) 

講 師：NPO 法人 吉備野工房ちみち 理事長加藤せい子 氏 

参加者：43 名  

内 容：・基調講演 

「地域の宝を発掘し人を育てるみちくさ小道 一人一品運動のすすめ」 

        ・ワークショップ「地域資源を使ったプログラム作り」  

  ②「マイ・プロジェクト」交流会  

日 時：2013 年 5 月 30 日（木）19：00～21：00 

場 所：山形市市民活動支援センター高度情報会議室 (霞城セントラル２３階) 

参加者：12 名  

内 容：ソーシャルビジネス情報交換会  

     

（５）広報事業  

  ①アミルの情報発信・・・通年  

  ・アミル HP での情報発信   

  ・アミル日記(ブログ)による情報発信  

  ・アミル facebook による情報発信  

 

  ②「つながろうＮＥＴ」での情報発信・・・通年  

  ・フリーペーパー「うぇるかむ」での取材・原稿執筆  

    37 号 5 月 15 日発行 NPO 法人 ガーネットみやぎ(山元町) 

38 号 6 月 19 日発行 かぎかっこカフェ(石巻市) 

39 号 7 月 17 日発行 一般社団法人うみねこハウス(女川町) 

浪江町復興支援員  

40 号 8 月 21 日発行 東松島ふれ愛ショップまちんど(東松島市) 

 

（６）インターン生の受け入れ  

  ①山形大学人文学部 佐々木 里佳さん(平成 25 年 5 月～8 月受け入れ) 

  ②山形大学人文学部 山田 真澄さん (平成 25 年 8 月～10 月末受け入れ) 

 

（７）その他  

  ①事務所環境整備(清掃・ゴミ捨て) 

  ②小口現金管理 

  ③消耗品の管理・購入 




